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1. はじめに 

わが国の三大都市圏のひとつである名古屋市

は、平成 14 年に政令指定都市として初めて地震防

災対策強化地域に指定された。名古屋市を含む東

海地方においては、図.1 に示すように、周期的に

発生する海溝型の巨大地震である東海地震・東南

海地震・南海地震の発生が予想されている１)。こ

のような状況下で、地震防災を考えたとき、事前

の対策を行うことが非常に重要である。そのため

には、巨大地震を想定した地震被害危険度などに

ついての検討が必要であると考える。 

本研究は名古屋市を含む図.1 の研究対象地域に

おいて、東海地震・東南海地震が 2 連動型で発生

した場合を想定し、地震応答解析による地盤の揺

れ強さを計算し、対象地域における液状化発生の

予測を試みたものである。 
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図.1 研究対象地域と対象地震の想定震源域 

 

2.地盤応答解析による実効震度  

研究対象とした名古屋市域を 125m 四方のメッ

シュに分割し、メッシュ単位で地盤応答解析を行

った。諸条件を満たし、応答解析による揺れ強さ

の算定が可能であるメッシュを対象とし、東海地

震、東南海地震が 2 連動型で発生した場合を想定

して、一次元重複反射理論を基にした応答解析プ

ログラム SHAKE2)を用いた応答解析計算を行っ

た。 

本研究における地震動の揺れ強さの評価に当

たっては、山田の提案した実効震度を用いている

３)。これは、関東地震に対する東京の地盤応答解

析結果を基に提案したもので、従来使用されてき

た設計震度にはなかった地盤の揺れの周期を考慮

している。実効震度 ke の算出式を式（1）～（4）

に示す。 

沖積地盤に対する提案式 

ke＝0.0115・（αmax ／ｆ）0.488 

ke＝0.0579・（αmax ／ｆ２）0.200 

洪積地盤に対する提案式 

ke＝0.0238・（αmax ／ｆ）0.289 

ke＝0.0586・（αmax ／ｆ２）0.131 

ボーリング未調査のメッシュや応答解析計算

を行うための条件を満たさなかったメッシュにつ

いては、市販のグラフ･コンター作図ソフトの補間

計算機能を用いて推定を行なった。 

対象地域における想定地震の実効震度の分布

を図.2 に示す。対象地域における揺れ強さの分布

を見たとき、ke=0.225 を超える危険度の高いエリ

アは名古屋市西南部に集中している。この地帯は

埋立地や干拓地などの軟弱な沖積地盤が広がる場

所であり、土地条件などから判断して妥当な結果

が得られた。一方、名古屋市東部においては

ke=0.125 を下回る危険度の低いエリアがあるが、

これらの地域は、洪積層が広がる台地や丘陵地な

どに隣接しており、概ね、妥当な結果であると考

える。 

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 



 

図.2 想定東海・東南海 2 連動型地震における 

実効震度分布図 

 

3.液状化判別モデルによる対象地域の液状化予測 

 対象地域における液状化の予測に際しては、数

量化理論Ⅱ類を用いて山田が構築した液状化判別

モデル 4）を用いた（表.1）。このモデルを用いて

対象地域における各メッシュ内で、沖積層基底面

までボーリング調査がされている地点についての

液状化危険度判定を行った。また、ボーリング未

調査地点のメッシュなどに対しては、前述した地

盤応答解析と同様に補間計算機能を用いて推定を

行なった。想定地震における対象地域の液状化危

険度判定を図.3 に示す。図中に示した「ランク」

の数値が小さい場所ほど液状化の危険度が高い。 

 対象地域における液状化危険度を見たとき、液

状化危険度が高いエリアは、名古屋市の西南部と

河川周辺に広く分布している。市の西南部におい

ては、判別モデル 4）の実効震度と地下水位が浅い

ことが強く影響がしており、河川周辺では、判別

モデルの地形が影響していると考えられる。 

4.おわりに 

以上の結果を地震防災対策等に用いるために

は、緊急避難施設などの配置図と図.3 を重ね合わ

せて、危険度評価を行うことで、地震による一次

的被害のみでなく二次・三次被害も想定すること

が出来る。そのためには、さらなる検討が必要で

ある。 

 

表.1 数量化理論による液状化判別モデル 

 

図.3 想定東海・東南海 2 連動型地震における 

液状化危険度分布図 
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